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日本では，多くの河川が整備途上にあり，河川整備の加速とともに，氾濫の被害軽減に向けた水防災・

減災まちづくりとの連携が求められている．近年は，これらを含む流域関係者の連携により，氾濫の被害

軽減を図る流域治水の実践が進められつつある．一方で，流域内でも地域ごとに，地形特性，住まい方，

水防体制は異なり，治水安全度も異なる．そこでは，地域の慣習や特性を踏まえたまちづくり・地域づく

りとともに緊急時の減災まちづくりを意識した治水を検討することが重要となる．この対策の主体は自治

体や地域住民であり，各種の法律・制度の下に対策を講じている． 

本論文では，地域の対策を担う自治体に着目し，法律・制度の整理及び地域発意の複数事例の検討を踏

まえて，近年の流域治水関連法の施行等を含む自治体を取り巻く水防災・減災まちづくりの新しい体系と

その課題を示している． 
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１． 序論 

 

近年では，豪雨の頻発化や強度の増加に伴い，計画を

遥かに上回る洪水災害が各地で多発している．そこで，

河道を中心とした治水対策に加え，流域・地域として氾

濫にどのように備えるのか，土地利用・住民避難・水防

活動等を含む水防災・減災まちづくりに資する流域治水

が求められており，これを推進するためには，対策の根

拠となる技術と法律・制度の充実による展開が求められ

る．福岡は，今後起こる広域水害に対して，治水と水防

の技術と法律の関係性及びそれらの有する課題を示し，

法律・制度や慣習，地域特性を合わせた水害共生社会の

制度化の必要性を述べ，提言をしている1)．自治体を中

核とした水防災・減災まちづくりについては，福岡が提

示した基本的考えを拡張し，まちづくり・地域づくりと

いった広い視野で関連する法律・制度を検討する必要が

ある．本論文では，自治体の水防災・減災まちづくりに

関する法律・制度の整理及び事例検討を行い，近年の流

域治水関連法等の法律改正の内容を踏まえ，法律・制度

を視点とした水防災・減災まちづくりの全体像を捉える．

そして，それらの有する課題について考察する．また，

水防災・減災まちづくりは技術と法律・制度を両輪とし

て進められるものであるが本論文では，流域治水を進め

るにあたり，法律・制度を視点とした今後のまちづくり

全体の考え方や理念について検討している．技術的な検

討については河川技術論文集第28巻掲載の第2著者の論

文「近年の洪水災害を踏まえた流域治水を考える」を参

照されたい． 

 

２.従来の治水とまちづくり 

 

 治水は，河川改修や施設整備を通じて，災害の発生防

止を目的とした河川法の中で対策が講じられてきた．氾

濫発生後の応急対策については，水防活動等を規定する

水防法が適用され，氾濫を抑制する治水と被害を軽減す

る水防を両輪として対策が行われている．昭和50年代に

は，都市河川流域を中心に氾濫原や集水域における宅地

開発が進行し，雨水流出量の増大によって洪水危険性が

上昇する等，従来対策での限界が生じた．そこで，低地

地区・保水地区・遊水地区といった河川区域外の対策を
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内包した総合治水事業が進められた．河川区域外におけ

る対策には，水防法，建築基準法，都市計画法等の他に

法的根拠を持つものがなく，効果的な対策を行うことが

難しい状況にあった．これを背景に，平成15年には，特

定都市河川浸水被害対策法が制定された．都市河川を中

心に，雨水浸透阻害行為の許可制や保全調整池の指定等

に法的根拠を持たせ，流域水害対策計画を通じて河川と

下水道，自治体における連携強化が図られた．しかし，

開発規制型の法律であったため，既成市街地の広がる都

市部に使用しづらい，被害が問題視される地方部への適

用ができない等の課題を有していた．水害リスク低減を

図る法律は，主には河川法，水防法，特定都市河川浸水

被害対策法の3法であった．都市計画法や建築基準法等

のまちづくり・住まい方を規定する法律は，区画整理や

無秩序な市街化の抑制，景観の保全等の平時のまちづく

りが考え方の中核にあった．そのため，水防災を主眼に

置いた法律・制度はなかったといえる．しかし，この枠

組みの中で，災害危険区域の指定や都市計画区域の調整

等で水害を考慮した対策が行政努力により講じられてい

る．近年では，都市再生特別措置法の改正により，適切

な位置に都市機能を誘導するコンパクトシティの思想が

導入され，危険エリアから都市機能や居住を誘導する考

え方が取り入れられている．また，平成27年9月関東・

東北豪雨における鬼怒川氾濫等を受け，「施設の能力に

は限界があり、施設では防ぎきれない大洪水は必ず発生

するもの」へと社会全体での水防災意識の転換が図られ

ている2)．これに伴い，河川管理者，水防管理者，関係

自治体等の多様な関係者の中で，避難や水防体制を協議

する大規模氾濫減災協議会の創設，自治体による洪水対

応タイムライン，住民のマイ・タイムラインの作成等の

水害に備えた防災体制の充実が推進されている． 

 これらを含め，福岡は図-1のような複数法律と地域の

慣習や特性を踏まえた制度設計の重要性を述べ，ソフト

対策が中心となる地先の水防から氾濫リスクの低減・氾

濫に強いまちづくり，住まい方を含む広い意味での水防

の展開の必要性を提言している． 

 

3．災害に備えた地域づくり 

 

 まちづくりや地域づくりを含む流域治水を検討する際

には，図-1で示される国土交通省を中心とした体系のみ

で考えることは不十分である．流域治水では，氾濫原や

集水域といった河川管理者の管理外の区域における対策

を内包している．そこでは国土交通省の法律・制度に加

え，より広い視野で水防災・減災を検討する必要がある．

そして，地域の防災対策や避難等の緊急時の対応につい

ては内閣府や総務省等の法律・制度により規定されてお

図-1: 福岡の提示する基本的体系1) 
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り，これらを含め検討することが重要であると考える． 

治水対策を含む防災については，内閣府と総務省（消

防庁）が共同所管する災害対策基本法により，その基本

理念や予防から復興に至るまでの対策の基本，防災計画

の作成等について定めており，災害に備えた地域づくり

の基本となる考え方が定められている．令和元年東日本

台風等の近年頻発化する自然災害を受けて，令和3年に

は，災害対策基本法の改正及び防災基本計画の修正が行

われた3)4)．ここでは，災害発生のおそれ段階での災害対

策の実施体制の強化や避難情報の見直し等が行われてい

る．また，同法第5条では，市町村は基礎自治体として

地域の防災に関する計画（地域防災計画等）を作成し，

法令に基づき，これを実施する責務を有するとされてお

り，自治体の第一次責務が規定されている．これらを基

に自治体は，地域防災計画を中核に置き，有事に備えた

防災体制を構築している．都道府県の地域防災計画では，

広域的な視点から当該区域における対策の方向性や市町

村の役割を定めている．これを軸に，市町村は，地域特

性に合わせた計画を作成する．また，消防や水防を統括

する役割を有しており，地域防災計画には，消防や水防，

避難に係る各種の計画が位置付けられ，避難情報・水防

警報の発令基準や避難行動要支援者への対応等が定めら

れている．その他，国や都道府県との連絡体制，防災対

策本部の設置や避難所の開設等について地域の総合的な

防災体制が規定されている．これを基に，自治体の避難

情報の発信，消防団による救助・救出活動，水防団によ

る水防活動，住民の避難誘導等の災害対応を地域関係者

が一体となって行う．近年では災害が頻発化する一方で，

少子高齢化や地域防災の担い手の減少を受け，消防団を

中核とした地域防災力の充実強化に関する法律が制定さ

れ，消防団の強化に加え，地域住民の防災活動への参加

促進，自主防災組織の活性化等が図られる．更には，地

区単位での住民間の避難や防災活動の実施等の内発的な

防災対策を定める地区防災計画制度等が設けられている． 

緊急時に地域としてどのように対応するのか，これら

の法律・制度を含めてまちづくり・地域づくりという広

い視野から見直しを図り，水防のハード・ソフト双方か

らの強化が望まれる． 

 

4．水防災に関するまちづくりとの関係性 

 

自治体は，主に，2・3で挙げた法律・制度の中で対策

を実施している．本章では，水防災を考慮した埼玉県，

奈良県，滋賀県，徳島県の条例5)~8)等による取組み事例

を検討し，法律・制度とこれまでの自治体対策の関係性

を示す．  

埼玉県では，低平地であるために保水・遊水しやすい

地形特性を有していた．しかし，急激な都市化の進行に

より，これらの機能が失われ，河川への雨水流出量が増

加し，洪水危険性が高まることが課題となっていた．そ

こで，平成18年より，条例を制定し，雨水流出量の増加

行為に対する許可制，過去の洪水状況を基に湛水するこ

とが予想される区域を湛水想定区域に指定し，開発制限

や代替する施設設置の義務化を行っている． 

奈良県においては，昭和57年の大和川大水害を契機に

河川やダム整備による治水対策に加え，貯留浸透機能の

保全や整備を通じた流域対策を含む総合治水事業が進め

られていた．しかし，小規模開発の増加や市町村による

流域対策の低迷等により流域対策が停滞していた．そこ

で，治水対策と流域対策に加え，土地利用を加えた3つ

の対策を主軸した大和川総合治水対策を推進するため，

平成29年に大和川流域における総合治水条例が制定され

た．埼玉県の事例同様に，開発行為の届け出制や雨水貯

留施設設置の義務化等の流域対策が推進されている．こ

れに加え，10年確率降雨の浸水深が0.5m以上の区域を市

街化編入抑制区域に指定し，原則として市街化区域に定

めない等の被害軽減に向けた住まい方の工夫が行われて

いる．また，支川流域内の市町村の施策の推進やまちづ

くりとの連携を図るための協定と計画の策定について定

められている． 

滋賀県では，周辺山地から多くの河川が琵琶湖に流れ

込み，地域一体が河川や水路網に覆われた地域特性を有

している．これまで，多くの洪水氾濫を経験しながらも，

水防組織の強化や土地利用を通じて，被害軽減を図って

きた．しかし，近年の豪雨の激甚化や頻発化，地域住民

の水防災意識の低下等を受けて，平成26年に滋賀県流域

治水の推進に関する条例が制定された．ここでは，従来

の河道のみでの対策の限界を考慮し，これらと並行して，

流域・地域における貯留対策や土地利用，防災体制の強

化を通じた減災まちづくりが推進されている．建築制限

や避難計画等に用いられる浸水想定には，水路網で張り

巡らされた地域特性を踏まえ，住民の生活の場に近い中

小河川や農業用水路等の氾濫を考慮した地先の安全度

マップを用いている．更に，水害危険区域における建築

の許認可には，技術基準として耐水化建築ガイドライン

を設ける等の地域独自の取組が行われている．既存の住

宅地についても，嵩上げに係る費用に補助金を設けるこ

とで地先のリスク低減を図る．また，土地利用規制のよ

うな社会的・経済的な制約を行う場合には，地域関係者

との連携が欠かせないが，滋賀県流域治水推進協議会と

いう議論の場が設置されており，避難計画の作成や浸水

警戒区域の検討を含め水害に強い地域づくり計画の作成

及び地域の合意形成が行われている． 

徳島県では利水問題，分水による下流の河川環境の悪

化等の環境問題，無堤区間の多さ等の治水上の課題を抱

えていた．更には，人口減少や少子高齢化等の社会構造

の変化，近年危惧されている地震災害や頻発化する豪雨

災害を受けて，災害対応の強化が課題となっていた．そ

こで，治水，利水，環境，災害対応等の包括的な対応が
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求められ，総合的な水管理を視点とした徳島県治水及び

利水等流域における水管理条例が平成28年に制定された．

滋賀県と同様に，貯留浸透機能の保全や開発行為の規制，

水害危険区域における建築制限を設け，流域対策や住ま

い方の中で対策が講じられている．緊急時の対策につい

ては事前防災行動計画及び復旧計画の作成，さらには水

防法の改正に先駆けて，浸水想定区域内の要配慮者施設

における避難計画の作成を促進している．また，条例の

中に流域水管理計画が施策の一部として位置づけられ，

条例と計画の一体的な制度設計が行われている．流域ご

との歴史や慣習，課題，各種法律や計画を反映し，利水，

水循環，環境，災害対応，水教育の5つを柱として，具

体施策が取りまとめられており，計画の策定には，県民，

事業者，教育機関，行政等の多くの主体が参画し流域全

体での連携強化が図られている．  

以上，4県の事例からも分かるように，自治体は各種

の法律・制度の中で，それぞれの地域特性・課題を踏ま

え，条例や計画を基に対策を実施している．従来は，埼

玉県の事例のように貯留浸透機能の保全を中心とした総

合治水条例よって，流域対策が講じられていた．一方で，

氾濫の被害軽減に向けては，これに加えて，住まい方や

住民避難等のまちづくりや地域づくりの中での対策を考

える必要がある．奈良県，滋賀県，徳島県では，都市計

画区域の調整や災害危険区域の指定による建築制限等，

水害リスクをまちづくりに反映させ，住まい方と合わせ

た対策を講じている．滋賀県や徳島県では，避難や水防

活動について，緊急時の応急対策を含む総合的な枠組み

の中で対策を講じている．自治体（県等）は治水に関す

る法律を総合的に運用するため，総合治水条例や流域治

水条例を定めることで，流域政策の補完や地域における

治水安全度の向上を図っている． 

 

5．近年の流域治水関連法を含む治水の展開 

 

ここまでは，流域治水関連法の施行までの水防災・減

災まちづくりに係る法律・制度や自治体の取組を検討し

た．その上で，複数の法律・資料9)~15)等を基に，流域治

水関連法及び関連する取組が従来体系にどのような変革

をもたらしているのかを述べ，6の水防災・減災まちづ

くりの法体系と課題につなげる． 

流域治水は，地域の取組と一体的に検討し，多くの関

係者との連携の下に，人的被害や地域経済の壊滅的被害

を軽減・回避すること，つまりは，治水の幅を広げ，地

域を守ることに焦点をあてたものである．これまで，自

治体は，水防災・減災まちづくりについて，情報発信・

避難誘導，消防・水防体制の強化等のソフト対策を中心

とした取り組みを行ってきた．一部の自治体では，4で

示すように水防のハード対策強化を行政努力により実施

している．令和2年には都市再生特別措置法等が改正さ

れ，災害危険区域における新規開発の厳正化，災害レッ

ドゾーンの居住誘導区域からの除外，市町村による居住

誘導区域内の防災指針の作成等のまちづくりにおける防

災対策の拡充が行われた．住まい方の誘導では，宅地建

物取引業法の改正により，不動産取引時に水害リスク情

報を説明することが義務付けられた．また，農林水産省

では，農地法や農振法といった農用地の土地利用に治水

を位置付ける法律がなく，一体的な検討が難しい状況に

あった．近年では，防災重点農業用ため池に係る防災工

事等の推進に関する特別措置法や農業の有する多面的機

能の促進に関する法律の制定により，ため池の活用，田

んぼダム整備を進める体制が整いつつある．令和元年に

は，多くの関係省庁との連携の基に，「既存ダムの洪水

調節機能の強化に向けた基本方針」が策定され，水害の

抑制に向けた農業用ダムの治水協定が各地で締結されて

いる． 

この一連の取組に加え，治水の幅を拡げ，法的な根拠

の下で，平時のまちづくりから緊急時の減災まちづくり

を推進することが流域治水関連法の持つ大きな役割であ

るといえる．特定都市河川浸水被害対策法の改正では，

地方部にその適用範囲を広げ，貯留機能保全区域や浸水

被害防止区域の創設により，保水・遊水機能の保全や浸

水エリアの土地利用の見直しを図る．浸水被害防止区域

内の開発・建築行為については，想定浸水深以上の敷高

を設けることや建築物構造の耐水性等の技術基準を設け

ている．更に，流域対策について河川管理者，下水道管

理者，関係自治体等で協議する場として流域水害対策協

議会が創設されている．その他，ダム洪水調節機能協議

会を通じた利水ダムの洪水時の活用，雨水貯留浸透等を

目的とした特別緑地保全地区の指定等が可能となり，流

域対策の幅が拡充されている．更に，ソフト対策では，

水防法の改正により，洪水浸水想定区域の指定を中小河

川まで拡げ，浸水想定区域内に位置する要配慮者利用施

設に対する市町村の助言や勧告による避難体制の確保を

図っている．これに加え，厚生労働省では，介護保険法

に基づく省令「指定介護老人福祉施設の人員，施設及び

運営に関する基準」により，社会福祉施設の非常災害対

策計画の作成や避難訓練の実施を義務付ける多重の対応

を図る．高齢者施設の新設について，災害危険区域内で

の補助用件を除外する等，土地利用誘導を行っている．

文部科学省では，防災教育の推進に加え，雨水貯留施設

等の防災施設や避難所としての機能強化が図られている．

これらを含め，流域治水関連法の施行を中心に，ソフト

対策の強化に加え，ハード対策の充実が図られている． 

 

6.水防災・減災まちづくりの法体系と課題 

 

(1) 水防災・減災まちづくりの法体系 

ここでは，これまでの検討を踏まえ，法律・制度から 
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見た水防災・減災まちづくりの全体像について述べる． 

図-1では，地域の水防について，国土交通省の法律を中

心に住まい方やまちづくり，氾濫の抑制対策を規定する

法律を含めて広い意味での水防を検討することの重要性

を示している．令和3年に施行された流域治水関連法は

国土交通省の9法を基にハード・ソフト対策の双方から

緊急時の減災まちづくりを推進することが考えられてい

る．しかし，水防災・減災まちづくりを含む流域治水を

進めるためには，国土交通省の法律・制度を考えるだけ

では不十分である．流域治水の中では氾濫原や集水域の

対策が検討項目にあるが，他省庁が所管する法律等が複

数存在するため治水を目的とした対策を進めることは容

易ではない．また，各種法律の下で具体の都市計画や農

地管理，避難，消防，水防に関する対策の担い手は自治

体や住民である．関係する省庁や自治体等との強力な連

携の下で，流域・地域全体を視点とした治水をどのよう

に考えるのか，その中で法律・制度はどうあるべきかを

一緒に考えなければならない．まちづくりも地域づくり

も防災だけの目的で決定されるものでないため，上述の

連携を無くして流域治水を進めることは難しいと考える． 

これらを踏まえて，流域治水を進める上で今後の水防

災・減災まちづくりの全体像を示しているのが図-2であ

る．ここでは，地域のソフト・ハード対策の双方の充実

による水害共生社会の制度化という図-1の考え方を拡張

し，水防災・減災まちづくり全体を俯瞰して関係する省

庁の法律・制度を体系化している．この図から分かるよ

うに，自治体を中心とした水防災・減災まちづくりに関

係する法律・制度は，複数省庁が関係する多層構造と

なっている．各省庁の法律・制度により規定される対策

を中央部に示しているが，その地域にとってどのような

対策を講じることが重要であるか，地域の意見や取組み

を反映しながら地域に沿う形で検討しなければならない．

また，避難施設の配置や避難所及び社会福祉施設等の防

災構造を検討することは，都市計画・まちづくりそのも

のと密接に関係する議論となる．河川整備や氾濫の状況

に応じて水田貯留等の対策を検討する際には，農地の計

画との連携が必要不可欠である．これらを含め，河川，

水防，都市，農業，森林，医療，福祉，教育等の多様な

分野における相互間の連携に基づく親和性のある対策の

実施が求められる．自治体や住民との連携を前提として，

国土交通省等を中心とした平時のまちづくりからの緊急

時のまちづくりへの展開を図る流域治水関連法に加え，

農地法や農振法等の農林水産省における土地利用や緊急

時における対策を規定する総務省等の法律・制度，事業

を一体的に捉えた地域を支える仕組みが必要である．こ

れらを通じ，水防災・減災まちづくりを含む流域治水が

実践されるものと考える．この新たな体系とともに流域

治水の更なる展開の必要性を強調して水防災・減災まち

図-2: 水防災・減災まちづくりの法律・制度の多層体系 
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づくりを進める上での課題へつなげる． 

 

(2) 水防災・減災まちづくりを進める上の課題 

各省庁の法律・制度の充実に伴い，河道の治水対策の

強化に加え，氾濫原や集水域における流域対策の幅が拡

がりつつある12)~15)．流域治水プロジェクトの中では，流

域対策を中心とした氾濫原や集水域を含む本支川整備や

氾濫抑制施設の設置等の対策項目が総合的に検討されて

いる．近年では水災害リスクを踏まえた防災まちづくり

のガイドラインが示され，確率規模や改修段階に応じた

浸水深及び浸水範囲の分かる多段階の浸水想定図等が検

討されており，水防災・減災まちづくり等との連携に向

けた対応が図られつつある．これは単に危険エリアから

居住誘導を進めるためのものではなく，地域の抱えるリ

スクや河川整備状況に応じたリスク変化に対して，避難

や水防活動，土地利用，森林・農地の管理を含め，まち

づくり・地域づくりをどう考えるべきかを地域とともに

検討することに意味がある．現状は河川整備状況に応じ

たリスクの変化を示しているが，その先には，水防災・

減災まちづくりとともに議論を進めていくために，地域

の事業や取組も考慮し反映していくことが求められる．

その中で，流域内の各々の地域の地形特性や河川整備状

況，居住状況等，地域特性が異なるため，地域に沿った

治水，住まい方，備え方を検討していくことが求められ

る．流域治水を進めるにあたっては，図-2で示すような

国と自治体との取組みを一体的に検討することが重要と

なるが，現状は，連携し効果的な施策を推進するための

仕組みが不十分であると考える． 

地域（市町村単位）を１つの流域として捉え，地形や

土地利用等の関係から集水特性や脆弱箇所を明らかにす

ること，農地や森林等の持つ流出抑制機能を明らかにす

ることを通じて，事前の対策や防災体制等を含めて地域

ごとに多様な関係者とともに被害軽減に向けた対策及び

制度設計を検討することが重要である．更に，施設整備

水準や計画を超過する洪水に対して，行政のみでは責任

を負いきれず限界があるため，地域への理解の深い住民

や民間団体等の意見や取組みを交えながら地域としての

対策を検討することが流域治水の実践に向けて極めて重

要な視点だと考える．これらを通じて，河川整備ととも

に地域の対策を集積することで，流域全体の安全度が向

上し被害の軽減や迅速な復旧・復興につながる． 

その際には，図-2で示すような総合的・多層的な枠組

みで検討する重要性を重ねて強調したい．更には，社会

の複雑化とともに複数省庁の法律・制度が目的に応じて

複雑に存在する中で，今後は流域管理という大きな視点

で水防災・減災まちづくりに資する法律・制度体系の充

実化が行政に求められる． 

 

 

7．結論 

 

本論文では，法律・制度を視点とした水防災・減災ま

ちづくりの全体像とこれらを進める上での課題を示した．

近年では，流域治水関連法の施行により，流域・地域に

おける治水の幅が広がりつつある．しかし，水防災・減

災まちづくりを検討する際には，これまでの法律・制度

で考えるだけでは不十分である．図-2に示すように，複

数省庁の法律・制度を一体的に捉え，水防災・減災まち

づくりにおける国，自治体，地域関係者等の連携した対

応が強く求められる．そして，自治体の担うまちづくり

や地域づくりとの連携を強化する上で，河川整備状況に

応じて地域で発生する氾濫の機構やリスクを踏まえて，

地域とともに対策を検討することが重要であり，被害軽

減に向けては総合的・多層的な仕組みで検討することが

求められる．更には，流域治水関連法を中心に河川を中

核とする対策を進めるとともに，流域管理を視点として

水防災・減災まちづくりに資する法律・制度体系の充実

化の必要性を強調している． 
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